
防災教育専門部会における検討内容 

 

１．専門部会の目標 

⚫ 防災・減災プログラムの骨格を整理する。 

⚫ 防災教育の目的、対象等を整理し、マトリクス整理表（縦軸横軸を使った情報整理表）

を、震災遺構及び震災記念公園の防災教育への活用について協議し、を完成させる。 

 

２．これまでの専門部会での検討内容 

⚫ 防災・減災プログラムの骨格作成について整理 

➢ 防災教育の目的 

平成２８年熊本地震の記憶から教訓を得て、災害に強いまちづくりを実現すること。 

➢ 教育対象となる災害について 

益城町で発生する可能性がある主な災害は、地震と風水害だが、まずは、平成２８

年熊本地震の記憶を踏まえて、地震を対象とする。 

⚫ 防災教育の進め方 

➢ 教育の種類について 

「社会科学的な教育（社会科的）」と「自然科学的な教育（理科的）」の両方を検討。 

➢ 時間軸について 

多くの防災教育は「平常時から発災後７２時間まで」が対象だが、益城町において

は、発災後７２時間以降も対象として検討する。（避難所生活や仮設住宅入居等） 

➢ 伝承のかたちについて 

記憶の継承を行うために、形式知（知識や一般的な情報）と暗黙知（経験等により

自然と培われた知識）が循環する仕組みをつくる。また、先生徒の仕組み（ある時

は学ぶ、教わる人であり、またある時は、教える人になる）をつくる。 

※先生は、形式知は伝えられるが、地域のこと知らない。一方で、地域の人は暗黙

知を持っているため。 

※形式知は、時間が経つといずれ「当然」に変わり、暗黙知に変わってしまい、根拠

（ルーツ）を忘れてしまうため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１０ 

暗黙知 

形式知 

経験 

①形式知化 
経験の中にある教訓
に気づき、理屈が分か
るようになる 

②再・暗黙知化 
「当たり前」として身に
つき、応用が利くよう
になる 

教訓 

習慣 

学習 

理解のための学習過程 

時間と共に「当たり前」になりすぎる 

（理屈を忘れる） 

“形式知”として

語ることもできる 



３．目標達成に向けた活動 

【平成２９年度】 

⚫ 防災・減災プログラムの骨格について専門部会にて協議 

⚫ 教育対象者ごとの教育内容を検討 

⚫ 広安小学校区自主防災クラブ設立 

 

【平成３０年度】 

⚫ 学校園に対する取組み 

➢ 小学校５、中学校２、幼稚園２、保育所５の防災担当者に対するヒアリングを実施 

➢ 危機管理マニュアルの見直し 

➢ これからの防災を語る会の開催（講師：芦屋市教育委員会野村主幹） 

（町立の学校園及び私立の幼稚園、保育園の教職員及び保育士が受講：約４０名） 

➢ 小学校５、中学校２、幼稚園２、保育所５）防災主任会議を開催 

➢ 全ての小学校運営協議会開催時に、自主防災組織設立に向けた説明を実施 

⚫ 小中学校の取組み 

➢ 社会科副読本の町小中学校教職員による改訂作業（令和元年度完成予定）を 

実施 

⚫ 住民に対する取組み 

➢ 赤井区自主防災クラブ、上小谷区自主防災クラブの設立 

⚫ 住民参加型の訓練 

➢ 赤井区自主防災クラブ避難訓練の実施（９月１６日） 

➢ 広安小学校区自主防災クラブ避難所設営等訓練 

（１０月２８日 町総合防災訓練と同時開催） 

⚫ ハザードマップの作成 

➢ 熊本地震後の最新の地形等を考慮したハザードマップを作成 

➢ 住民の災害時行動マニュアル、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等を記載 

 

【令和元年度】 

⚫ ハザードマップの配布 

➢ 平成３１年３月に作成したハザードマップを町内全世帯及び福祉施設や公共的機関

に配布（平成３１年４月１日） 

⚫ 益城町小中学校教職員全員研修会の開催 

➢ 講師：石巻市立桃生幼稚園長千葉照彦氏（元 石巻市立大川小学校 校長） 

➢ 町立の小中学校・幼保や私立の幼保の先生）参加（参加者：約２５０名） 

⚫ 住民に対する取組み 

➢ 防災倉庫の説明 （益城中央小学校） 

➢ 自主防災組織の設立 （上陳、津森小学校区） 

➢ 防災士養成講座の開催 （防災リーダ養成講座 in益城） 

➢ 益城町防災士連絡協議会の設立 

➢ 令和元年度益城町総合防災訓練の実施 

 

 



３．目標達成に向けた活動 ② 

【令和２年度】 

⚫ 住民に対する取り組み 

➢ 自主防災組織の設立 （広崎１、３、４町内） 

➢ 防災倉庫の説明 （５ヶ所） 

➢ 自主防災組織等に関する講演会及び感染症対応訓練の実施 （２回） 

 

 

４．今後の取組における課題と活動方針 

⚫ 防災・減災プログラムの骨格作成について、素材（検証の報告書やヒアリング結果等）

が膨大なため、情報の整理が困難である。 

⚫ 防災教育を実施しながら、プログラムを作成するため、教育の優先順位を決める必要

がある。 

⚫ 震災遺構保存・活用専門部会、震災記念公園専門部会との連携について、平行して議

論を進めているため、方向性を合わせるのが難しい。 

⚫ 住民に対して 

➢ 自主防災組織の継続的な設立支援及び研修会や訓練等活動の支援 

➢ ハザードマップの家庭や地域での活用を促進し、災害に対する備えの習熟を図る 

（ハザードマップの見方、読み方を説明し、日頃の備えや早期避難につなげる） 

⚫ 学校園に関して 

➢ 危機管理マニュアルの見直し支援の継続 

➢ 小学校区単位での自主防災組織設立に向けた説明会の開催等設立支援の継続 

➢ 学校版「アクションカード」の作成支援（益城町本庁舎バージョンを参考に） 

➢ 防災教育担当者会議の継続的な開催 

 

 


